
契約締結前交付書面等

新 旧

店頭外国為替証拠金取引説明書

(略) (略)

〇証拠金

(略) (略)

(2)			必要証拠金額

必要証拠金額は、お取引される通貨ペア（(i)新たな注文に係る通貨ペア及び(ii)建玉されている通貨ペアを

いいます。）それぞれの取引数量に現在の取引レート（成行注文の場合。指値注文・逆指値注文の場合に

は、お客様の指定するレート。）を乗じた金額の合計額で個人のお客様の場合は4％以上に相当する円価

額です。また、法人のお客様の場合は、通貨ペアごとに金融先物取引業協会が算出するレバレッジを元と

した比率を乗じて得た円貨額となり、該当レバレッジは為替リスク想定比率より算出されたものとなりま

す。為替リスク想定比率とは、金融商品取引業等に関する内閣府令第117条第31項第 1 号に規定される定

量的計算モデルを用い算出されるものです。該当レバレッジの変更は、毎週土曜日から日曜日の取引休止

期間時に行い、適用レバレッジは当社ホームページに掲載しております。なお、通貨ペアにより4%超の必

要証拠金額を必要とする場合もあります。また、証拠金維持率は、建玉されている通貨ペアに関する必要

証拠金額に対して利用口座の純資産額が何％に該当するかを算出したものです。お客様がすでに保有する

建玉に関する必要証拠金額を純資産額から差し引いた額が、新たな注文の必要証拠金額を下回っていた場

合、当該注文は受け付けられません。さらに、指値注文・逆指値注文については、お客様の指定するレー

トに取引レートが到達した時点で、お客様が保有する建玉に関する必要証拠金額を純資産額から差し引い

た額が、当該注文の必要証拠金額を下回っていた場合、当該注文は約定せず、取り消されます。

(2)			必要証拠金額

必要証拠金額は、お取引される通貨ペア（(i)新たな注文に係る通貨ペア及び(ii)建玉されている通貨ペアを

いいます。）それぞれの取引数量に現在の取引レート（成行注文の場合。指値注文・逆指値注文の場合に

は、お客様の指定するレート。）を乗じた金額の合計額の4％以上に相当する円価額です。(追加)なお、通

貨ペアにより4%超の必要証拠金額を必要とする場合があります。また、証拠金維持率は、建玉されている

通貨ペアに関する必要証拠金額に対して利用口座の純資産額が何％に該当するかを算出したものです。お

客様がすでに保有する建玉に関する必要証拠金額を純資産額から差し引いた額が、新たな注文の必要証拠

金額を下回っていた場合、当該注文は受け付けられません。さらに、指値注文・逆指値注文については、

お客様の指定するレートに取引レートが到達した時点で、お客様が保有する建玉に関する必要証拠金額を

純資産額から差し引いた額が、当該注文の必要証拠金額を下回っていた場合、当該注文は約定せず、取り

消されます。

(略) (略)
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(6)			ロスカットの取扱い

当社は、お客様の証拠金維持率（建玉されている通貨ペアに関する必要証拠金額に対する純資産額の割

合）が100%を下回った場合、損失の拡大を防ぐため、お客様の計算において建玉を反対売買して決済し

ます。（「ロスカットルール」といいます。）ただし、建玉を反対売買時に、決済取引が執行されなかっ

た場合には、残建玉にて再評価を行った証拠金維持率が100%上回っている場合は、そのまま建玉が保持

されます。なお、法人口座につきましては該当レバレッジの変更が、毎週土曜日から日曜日の取引休止期

間時に行われるため、月曜日の営業開始後に新たなレバレッジを元にした比率で証拠金維持率が算出し直

されることで急激にロスカットとなる可能性があります。

(6)			ロスカットの取扱い

当社は、お客様の証拠金維持率（建玉されている通貨ペアに関する必要証拠金額に対する純資産額の割

合）が100%を下回った場合、損失の拡大を防ぐため、お客様の計算において建玉を反対売買して決済し

ます。（「ロスカットルール」といいます。）ただし、建玉を反対売買時に、決済取引が執行されなかっ

た場合には、残建玉にて再評価を行った証拠金維持率が100%上回っている場合は、そのまま建玉が保持

されます。(追加)

(略) (略)

〇課税上の取扱い 〇課税上の取扱い

(略) (略)

　

※　復興特別所得税は、平成25年から平成49年まで（25年間）の各年分の所得税の額に2.1％を乗じた金

額（利益に対して0.315％）が、追加的に課税されるものです。

　当社は、お客様の店頭外国為替証拠金取引について差金等決済を行った場合には、原則として、当該お

客様の住所、氏名、支払金額等を記載した支払調書を当該当社の所轄税務署長に提出します。

　法人が行った店頭外国為替証拠金取引で発生した所得（売買による差益及びスワップポイント収益をい

います。）は、法人税に係る益金の計算上、益金の額に算入されます。

　個人・法人のお客様ともに詳しくは、税理士等の専門家にお問い合せ下さい。　

※　復興特別所得税は、平成25年から平成49年まで（25年間）の各年分の所得税の額に2.1％を乗じた金

額（利益に対して0.315％）が、追加的に課税されるものです。

　当社は、お客様の店頭外国為替証拠金取引について差金等決済を行った場合には、原則として、当該お

客様の住所、氏名、支払金額等を記載した支払調書を当該当社の所轄税務署長に提出します。

(追加)

　詳しくは、税理士等の専門家にお問い合せ下さい。　

(略) (略)
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当社の概要及び苦情受付・苦情処理・紛争解決について 当社の概要及び苦情受付・苦情処理・紛争解決について

(略) (略)

本店所在地　：東京都港区芝５丁目２５番１号VORT三田Ⅱ７階 本店所在地　：東京都港区芝５丁目２５番１号VORT三田Ⅱ７階

設立　　　　：平成１６年５月 設立　　　　：平成１６年５月

連絡先　　　：（本社代表電話）03-3320-7111 連絡先　　　：（本社代表電話）03-3320-7111

（お客様問い合わせ窓口）0120-659-560 （お客様問い合わせ窓口）0120-659-560

　　　　　　　（メールアドレス）customer_support@asahimarkets.co.jp 　　　　　　　（メールアドレス）customer_support@asahimarkets.co.jp

資本金　　　：413,400,000円 資本金　　　：388,400,000円

(略) (略)

店頭外国為替証拠金取引に関する主要な用語 店頭外国為替証拠金取引に関する主要な用語

(略) (略)

・必要証拠金額

(i)新たな注文に係る通貨ペア及び(ii)建玉されている通貨ペア、それぞれの取引数量に現在の取引レート

（成行注文の場合。指値注文・逆指値注文の場合には、お客様の指定するレート。）を乗じた金額の合計

額で個人のお客様の場合は4％以上に相当する円価額です。また、法人のお客様の場合は、金融先物取引

業協会が算出した通貨ペアごとのレバレッジを元とした比率を乗じて得た円貨額となります。なお、通貨

ペアにより4%超の必要証拠金額を必要とする場合もあります。

・必要証拠金額

(i)新たな注文に係る通貨ペア及び(ii)建玉されている通貨ペア、それぞれの取引数量に現在の取引レート

（成行注文の場合。指値注文・逆指値注文の場合には、お客様の指定するレート。）を乗じた金額の合計

額(追加)の4％以上に相当する円価額です。なお、通貨ペアにより4%超の必要証拠金額を必要とする場合

があります。

(略) (略)
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店頭外国為替証拠金取引約款 店頭外国為替証拠金取引約款

(略) (略)

第12 条 （各利用口座におけるロスカットルール） 第12 条 （各利用口座におけるロスカットルール）

お客様の純資産額がお客様の建玉に関する必要証拠金額を下回ることとなる水準（証拠金維持率が100％

を下回ることとなる水準（以下、「ロスカット水準」という））に取引レートが達した場合、当該時点を

もってお客様の利用口座をロスカットの対象と判断します。ロスカットの対象と判断された利用口座につ

いてまず順次注文の取り消しを行い、継続して証拠金維持率が100％を割っている場合、お客様の未約定

注文の全部を強制的に取消した上で、当社は、お客様に事前に通知することなく、建玉の全部または一部

を成行注文により反対売買し決済（以下「ロスカット」という）できるものとし、当該決済によって生じ

る損失は、すべてお客様に帰属するものとします。

2．前項のロスカットによる反対売買は、成行注文で発注される性質上、ロスカット水準の基準となる

レートで約定することを保証するものではありません。

3．ロスカットは、お客様の損失がロスカット水準にとどまることを保証するものではなく、お客様が預

託された証拠金以上の損失が発生する場合もあります。

4．法人口座の場合は、毎週土曜日から日曜日の証拠金率の変更により、金曜日終了段階の取引レートで

計算上、証拠金維持率が100%以下となる場合でも、変更段階ではロスカット判断はされず、その翌月曜

日の営業開始後の取引レートにてロスカット対象を判断するものとします。

お客様の純資産額がお客様の建玉に関する必要証拠金額を下回ることとなる水準（証拠金維持率が100％

を下回ることとなる水準（以下、「ロスカット水準」という））に取引レートが達した場合、当該時点を

もってお客様の利用口座をロスカットの対象と判断します。ロスカットの対象と判断された利用口座につ

いてまず順次注文の取り消しを行い、継続して証拠金維持率が100％を割っている場合、お客様の未約定

注文の全部を強制的に取消した上で、当社は、お客様に事前に通知することなく、建玉の全部または一部

を成行注文により反対売買し決済（以下「ロスカット」という）できるものとし、当該決済によって生じ

る損失は、すべてお客様に帰属するものとします。

2．前項のロスカットによる反対売買は、成行注文で発注される性質上、ロスカット水準の基準となる

レートで約定することを保証するものではありません。

3．ロスカットは、お客様の損失がロスカット水準にとどまることを保証するものではなく、お客様が預

託された証拠金以上の損失が発生する場合もあります。

(追加)

(略) (略)

以上


